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問題番号を明記の上，解答しなさい。 

 

問題１ 

１．Ｂが工場として使用している甲建物の屋内に設置されていた工業用機械乙は，独立性

があり，甲の経済的効用を高めているから，主物である甲の従物に当たる（87 条１項）。

そこで，本件抵当権設定前から設置されていた乙に本件抵当権の効力が及ぶか，すなわ

ち，370 条の付加一体物に従物も含まれるかが問題となる。 

この点，370 条の趣旨は，抵当権が目的物の交換価値を把握することから，抵当不動

産と経済的一体性を有する物に抵当権の効力を及ぼすことによって，抵当権の効力を強

化することにある。とすれば，付加一体物とは，抵当不動産と経済的一体性を有する物

を意味し，これには付合物だけではなく，主物の経済的効用を高める従物も含まれると

解する。 

従って，従物も 370 条の付加一体物に含まれる以上，本件抵当権の効力は本件抵当権

設定前から設置されていた乙にも及ぶ。 

２．しかし，乙は，経営不振のため工場を閉鎖することに伴い，これを処分するために甲

から分離・搬出され，同業者であるＣに売却されている。これは通常の使用収益の範囲

を逸脱した分離・搬出に伴う処分といえる。そこで，本件抵当権の効力が分離物である

乙に及ばなくなったのではないかが問題となる。 

  この点，抵当権は付加一体物を含めて目的物全部を支配する物権だから，分離物にも

抵当権の効力は及ぶと解する。しかし，抵当権は登記を対抗要件とする権利だから（177

条），分離物が抵当不動産上に存在するなど場所的関係を失わず，抵当権設定登記の公示

の衣裳に包まれている場合は，これを第三者に対抗できるが，搬出されるなど場所的関

係を失った場合は，対抗力を失うと解する。 

３．乙は，甲から分離・搬出されており，甲との場所的関係を失っているから，乙に対す

る本件抵当権は対抗力を喪失している。そして，乙の所有権を取得したＣは 177 条の「第

三者」にあたり，Ｃの善意・悪意を問わず，乙についてＡはＣに抵当権を対抗できない。

他方，乙を買受け，これを持ち帰ったＣは確定的に本件抵当権の負担のない所有権を取

得する。よって，ＡはＣに対して，どのような主張もすることはできない。 
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問題２ 

１．まず，Ｄは，「他に不動産を担保に入れるなどしている。」とのＢの詐欺を理由に本件

保証契約の取消しを主張することが考えられる。そして，本件保証契約の当事者は，Ａ

と保証人Ｄであるから，Ｂの詐欺は第三者の詐欺に該当する。 

  この点，第三者が詐欺を行った場合は，相手方がその詐欺について悪意または善意か

つ有過失であるときに限り，表意者はその意思表示を取り消すことができる（96 条２項）。 

  これは，被詐欺者にも小さいながらも責められるべき事情はあり，他方，相手方の取

引の安全を図る必要もあるから，相手方が善意かつ無過失の場合は，相手方の保護を優

先したものである。 

  本問では，Ａは，Ｂから「Ｄが保証委託を引き受けた旨」だけを伝えられており，Ｂ

の詐欺につき，善意である。また，ＤはＡに「他の担保の有無」を尋ねており，Ａは「Ｂ

に「確認してください。」と応答したにすぎないが，これをもってＡに過失があるとはい

えない。よって，Ｄは，第三者Ｂの詐欺を理由とする本件保証契約の取消しを主張する

ことはできない。 

２．次に，Ｄは，「他の担保もある。」と誤信していたことを理由に本件保証契約の錯誤取

消しを主張することが考えられる。 

  この点，「他の担保の有無」は，本件保証契約の基礎事情であり，法律行為の基礎事情

の錯誤については，その事情が法律行為の基礎とされていることが相手方に明示または

黙示に表示されたときに限り，取り消すことができる（95 条１項２号２項）。 

  これは，法律行為の基礎事情は千差万別であり，法律行為の基礎事情の錯誤を無条件

に取り消すことができるとすると取引の安全を害するが，明示または黙示の表示を要求

すれば表意者保護と取引の安全との調和を図ることができるからである。 

  本問では，ＤはＡに「他の担保の有無」を尋ねているが，これだけでは，「他の担保の

有無」が本件保証契約の基礎事情とされていることが黙示的にも表示されたとはいえず，

意思表示の内容となったと評価できない。よって，Ｄは，錯誤を理由とする本件保証契

約の取消しを主張することもできない。 

３．以上より，本件保証契約を無かったことにするために，Ｄはどのような主張もするこ

とはできない。  
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問題１ 

１．甲には不具合があったのだから，本件売買契約の目的物が品質に関して契約内容に適

合しないものであり，Ａは，Ｂに対して甲の修補を請求できる（562 条１項）。そして，

契約不適合により，買主が履行の追完を請求できる場合に，買主が相当の期間を定めて

履行の追完の催告をし，その期間内に履行の追完がないときは，買主は，その不適合の

程度に応じて代金の減額を請求することができる（563 条１項）。 

  本問では，Ａが，Ｂに何度も修補を請求しても，Ｂは一向に応じないので，Ａは，Ｄ

に修補を依頼し，その費用として 100 万円を支払っている。そこで，Ａは，甲の代金 1000

万円から 100 万円の減額を請求することができる。 

  よって，Ａは，Ｂに対して，Ｂに対する 100 万円の代金減額請求権を自働債権，Ｂの

Ａに対する 1000 万円の代金債権を受働債権とする相殺を主張できる（505 条）。 

２．他方，連帯保証人Ｃは，主たる債務者であるＡに事前に通知することなく，連帯保証

債務の 1000 万円全額をＢに支払っている。 

  この点，主たる債務者の委託を受けた保証人が債務の消滅行為をしたときは，その保

証人は，主たる債務者に対して，支出した財産の額の求償権を有する（459 条１項）。 

これは，連帯保証人は債権者との関係では自己の債務（連帯保証債務）として弁済義

務を負うが，主たる債務者との関係では他人の債務を弁済したのと同視できるからであ

る。 

  しかし，連帯保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合に，主たる債務者

にあらかじめ通知しないで債務の消滅行為をしたときは，主たる債務者は，債権者に対

抗することができた事由をもってその保証人に対抗することができる（463 条１項前段）。 

  これは，主たる債務者が二重弁済してしまう危険や抗弁権があるのに弁済してしまう

危険を回避するために，通知義務を課したものである。 

よって，本問では，Ｃは，Ａに事前に通知していないので，Ａは，上記のＢに対する

相殺をＣに対抗できる。 

３．以上より，Ｃは，1000 万円全額につきＡに求償することは認められない。 
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問題２ 

１．Ａは本件売買契約の代金を支払わず，Ｂが相当期間を定めて支払を催告しても，その

期間経過後も代金を支払っていないので，ＢはＡの履行遅滞を理由に本件売買契約を解

除できる（541 条）。 

そして，Ｂの解除により，Ａは，原状回復義務（545 条１項本文）として甲の返還義務

を負う。 

よって，ＢのＡに対する甲の返還請求は認められる。 

２．ただ，甲は，Ａの誤った使用方法により故障しており，整備補修費として 100 万円が

必要な状態になっている。そこで，Ａは，原状回復義務の内容として，甲を返還する義

務だけでなく，整備補修費としての 100 万円相当の価額償還義務を負うかが問題となる。 

  この点，買主の帰責事由による目的物の損傷については，買主は原状回復義務の内容

として価額償還義務を負うと解する。なぜなら，解除制度の目的から解除によって契約

関係は遡及的に消滅し，解除による原状回復義務は不当利得（703 条，704 条）の特則と

解するが，そうであれば，原状回復義務とは，現物返還義務と価額償還義務が包含され

たものといえるからである。 

  よって，Ａは，原状回復義務の内容として，甲を返還する義務だけでなく，整備補修

費としての 100 万円をＢに支払う義務を負う。 

３．一方，Ｃは，Ａの代金債務を主たる債務として，Ｂとの間で連帯保証契約を締結して

いる。そこで，解除による原状回復義務についても連帯保証人Ｃは責任を負うかが問題

となる。 

確かに，前述のような解除による原状回復義務は，主たる債務とは別個独立の債務で

あって，保証債務の範囲（447 条１項）には含まれず，保証人は責任を負わないとも考え

られる。しかし，保証契約における当事者の合理的意思は，主たる債務者が契約当事者

として負担する一切の債務を保証し，本来の債務の不履行によって債権者に損害を被ら

せないということにある。とすれば，解除による原状回復義務についても，保証債務の

範囲に含まれ，保証人はその責任を負うと解すべきである。 

よって，整備補修費としての 100 万円の支払義務についても本件連帯保証債務の範囲

に含まれ，連帯保証人Ｃは責任を負うから，ＢのＣに対する整備補修費としての 100 万

円の支払の請求も認められる。 
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